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１．認定の申請（１団体１課程）

申請団体名 課程名

一般財団法人
日本園芸協会

ローズ・ガーデン講座

２．廃止の申請（１団体１課程）

申請団体名 課程名

学校法人杉野学園 ドレメ通信教育講座

廃止の理由

志願者が減少したため。

文部科学省認定社会通信教育　申請一覧

講座の概要

　通信教育の方法により、バラの歴史や文化
史などの文化的背景に関する知識、バラの植
物学的性質および栽培方法、バラを主体とす
る庭園「ローズ･ガーデン」の設計や作庭の方
法、バラの花や果実の日常生活における利
用方法などを学習する過程を通じて、バラを
主体とする園芸およびそれに類する文化的活
動によって広く社会生活に潤いと豊かさをも
たらす技能を持つ専門家を育成することを目
的とする。
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文部科学省認定社会通信教育 認定申請について 

 

 

  Ⅰ 一般財団法人 日本園芸協会 

 

                                     

                                     

                       

 

 

（１）法人の概要  

 

  ①目 的   当協会は植物と園芸に関する知識と技術の一般への普及を

行い、個人及び団体の植物と園芸に関する活動を振興するこ

とによって植物、園芸文化の発展を図り、国民生活の増進に

寄与することを目的とする。 

 

  ②事務所の所在地   東京都渋谷区元代々木町１４番地３号 

 

  ③設 立 年 月 日     平成２８年４月１日 

 

  

（２）認定しようとする課程の概要 

 

 １．ローズ・ガーデン講座 

 

   ①通信教育の目的    通信教育の方法により、バラの歴史や文化史などの文化的

背景に関する知識、バラの植物学的性質および栽培方法、バ

ラを主体とする庭園「ローズ･ガーデン」の設計や作庭の方法、

バラの花や果実の日常生活における利用方法などを学習する

過程を通じて、バラを主体とする園芸およびそれに類する文

化的活動によって広く社会生活に潤いと豊かさをもたらす技

能を持つ専門家を育成することを目的とする。 

 

    ②修 業 期 間   ６か月 

 

   ③開 始 の 時 期   文部科学大臣から認定を受けた日 
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文部科学省認定社会通信教育 廃止申請について 

 

 

  Ⅰ 学校法人杉野学園 

 

                                     

                                     

                       

 

 

（１）法人の概要  

 

  ①目 的   教育基本法及び学校教育法に従い、学校教育を行い、服飾

に関する有為な人材を育成することを主たる目的とする。 

 

  ②事務所の所在地   東京都品川区上大崎４丁目６番１９号 

 

  ③設 立 年 月 日     昭和２３年７月３１日 

 

 

（２）廃止しようとする課程の概要 

 

 １．ドレメ通信教育講座 

 

①認 定 年 月 日   昭和３６年３月１日 

 

   ②通信教育の目的    ドレメ式教授法によって独得の婦人子供服・服飾手芸に関

する専門的学理技能を授け、わが国の服装文化の向上に寄与

する女性を養成することを目的とする。 

 

    ③修 業 期 間   １年６か月 

 

  ④廃 止 の 理 由   志願者が減少したため。 

 

  ⑤受講者の措置   全ての受講者の学習期間は終了している。 

 

   ⑥廃 止 の 時 期   文部科学大臣の許可のあった日 
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通信教育について

学校通信教育 大学通信教育、短期大学通信教育、高等学校通信教育、

中等教育学校（後期課程）の通信教育、特別支援学校の高

等部の通信教育（学校教育法）

学校教育法による通信教育を除いた通信教育社会通信教育

（ ）社会教育法第４９条

〔定義〕通信の方法により一定の教育計画の下に、教材、補助教材等を受

講者に送付し、これに基づき、設問解答、添削指導、質疑応答等

を行う教育をいう （社会教育法第５０条）。

学校、一般社団法人、一般財団法人文部科学省認定社会通信教育

が実施主体となる。

○社会教育法

第５１条 文部科学大臣は、学校又は一般社団法人若しくは一般

財団法人の行う通信教育で社会教育上奨励すべきものについ

て、通信教育の認定を与えることができる。

２（略）

３ 文部科学大臣が、第一項の規定により、認定を与えようとす

るときは、あらかじめ、第１３条の政令で定める審議会等に諮

問しなければならない。

第５５条 認定を受けた通信教育を廃止しようとするとき、又は

その条件を変更しようとするときは、文部科学大臣の定めると

ころにより、その許可を受けなければならない。

２ 前項の許可に関しては、第５１条第３項の規定を準用する。

、 、 、非認定の社会通信教育 学校 一般社団法人 一般財団法人

個人等 が実施主体となる。
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社会通信教育について

１ 文部科学大臣は，学校又は一般社団法人若しくは一般財団法人の行う通信教

育で社会教育上奨励すべきものを社会教育法の規定に基づき認定し，その普及

奨励を図っている。

平成２９年９月現在，実施団体数は２５団体，１０９課程である。

２ 文部科学大臣が認定等の申請を受理したときは，社会教育法，社会通信教育

規程（昭和３７年文部省令第１８号）及び社会通信教育基準（昭和３７年文部

省告示第１３４号）の規定に基づき審査する。

３ 認定を与えようとするときは，社会教育法第５１条の規定に基づき審議会等

に諮問することとされている。廃止又は条件変更の許可（第５５条第２項）及

び認定の取消（第５７条第２項）についても同様である。

文部科学省認定社会通信教育の実施状況〉〈

区 分 実施団体数 課 程 数 年間受講者数

事務系課程 ４２ ４４千人９

技術系課程 ４ ２８ ３千人

１２ ３９ ２６千人生活技術・教養系課程

計 ２５ １０９ ７３千人

※実施団体数及び課程数は平成２９年９月現在。受講者数は平成２８年間の数。

４ 社会通信教育の認定等の手続

実 施 者

申 請

文部科学大臣

［社会教育法，省令，告示等に基づき審査］

諮 問

中央教育審議会

答 申

文部科学大臣

認定等の決定・通知

実 施 者
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文部科学省認定社会通信教育一覧

平成２９年９月現在

団 体 名 認 定 課 程 数 及 び 課 程 名

１ （一財）日本通信教育学園 ３ 法律講座民法課程、日商簿記検定講座(３級コース、２級コース）

事 ２ （一財）実務教育研究所 ５ 現代統計実務講座、校正実務講座、生涯学習指導者養成講座生涯学習ボランティアコース、編

集制作レイアウト講座、多変量解析実務講座

務 ３ （一社）日本マネジメントスクール ３ ミドル・マネジメント・コース(基礎課程、実践編)、フォアマン・コース

４ （学）川口学園 ２ 早稲田速記講座（速習課程、専門課程）

系 ５ （一社）日本経営協会 ６ 企業会計講座(企業会計マスターコース)、現代経営講座(戦略管理者コース、管理者基礎コー

（

ス、中堅社員実力養成コース)、経営実務講座(民法入門コース、労働法入門コース)

42 ６ （一社）公開経営指導協会 １ ＰＯＰ広告実技講座

課 ７ （学）産業能率大学 18 漢字能力検定２級受験講座、マネジメント基本講座、製造基本講座、製造監督者講座、生産管

程 理者講座、生産経営者講座、実践リーダーシップ講座、幕末リーダーに学ぶリーダーシップ講

）

座、ザ・仕事エキスパート講座、ザ・仕事プロ講座、メンバーが活きる教え方・育て方講座、

新・きれいに書けるボールペン字入門講座、企画・プレゼン力を強化する講座、問題発見・解

決力を伸ばす講座、聞く力を磨く講座、整理・整頓力を磨く講座、情報分析力を鍛える講座、

話す力を磨く講座

８ （一財）日本経営教育センター ３ 社会保険労務士講座、衛生管理者講座、行政書士講座

９ （一財）社会通信教育協会 １ 生涯学習支援実践講座生涯学習コーディネーター研修

技 10 秋田大学理工学部 ８ 秋田大学理工学部通信教育講座（地球科学コース、資源開発コース、材料工学基礎コース、電

術 気・電子基礎コース、一般科学技術コース、電気系専門コース、電子系専門コース、材料工学

系 専門コース）

（

11 （公財）国際文化カレッジ 12 自動車講座、オートバイ講座、家庭園芸講座、総合盆栽講座、造園講座、ハイキングとカメラ

28 技法、庭木と果樹の手入れ講座、植物医講座、写真作品創作塾、庭の工作物手作り講座、美術

課 品鑑賞・鑑定入門講座、庭師入門講座

程 12 （一財）中央工学校生涯学習ｾﾝﾀ- ６ 機械設計製図講座、建築講座設計製図課程木造コース、トレース講座、土地家屋調査士講座、

）

宅地建物取引士講座、漢字検定ゼミナール

13 （一財）日本規格協会 ２ 通信講座による品質管理入門コース、通信講座による品質管理中級コース

14 （学）香川栄養学園 ４ 栄養と料理一般講座、栄養と料理専門講座(専門職業コース、専門料理コース、治療食コース)

生 15 （学）文化学園文化服装学院生涯学習部 ２ 文化服装通信講座(服装一般)、ファッション画講座上級コース（ファッション・デザイン画

活 編）

技 16 （学）杉野学園ﾄﾞﾚｽﾒｰｶｰ学院 １ ドレメ通信教育講座

術 17 （学）大志学園 ２ きもの通信教育講座(一般コース、上級コース)

・ 18 （学）清水学園・専門学校清水とき・きものアカデミア １ 現代きもの講座

教 19 （公財）日本英語検定協会 ８ 実用英語講座(１級、準１級、２級、準２級、３級、４級)、YOU CAN英語講座、日常ｵﾌｨｽ英語講

養 座

系 20 （公財）日本書道教育学会 ５ 書道基礎科講座、書道専攻科講座、ペン習字基礎講座、ペン習字教育講座、篆刻入門講座

（

21 （公財）日本音楽教育文化振興会 ４ 音楽講座(音楽通論コース、ソルフェージュコース、和声学コース、作曲学コース)

39 22 （学）日本放送協会学園 ６ 漢詩講座(風雅をよむ、自然をよむ)、古文書を読む・基礎コース、俳句入門、短歌入門、川柳

課 実作

程 23 （公財）日本習字教育財団 ４ 書写技能基礎講座（楷書編、行書編）、書道臨書講座（【楷書Ⅰ】、【楷書Ⅱ】）

）

24 （学）ｻﾝｼｬｲﾝ学園東京福祉保育専門学校 １ ホームヘルパー養成２級課程・通信コース

25 （公社）色彩検定協会 １ たのしく学ぶ色彩講座－初級コース－

（合 計 １０９課程）
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【
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中
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）
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会
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権
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た
事
項

以
下
略
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大学設置基準改正要綱

第一 専門職学科とする学科等

一 大学の学部の学科（医学を履修する課程、歯学を履修する課程、薬学を履修する課程のう

ち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する課程に

係る学科を除く。）のうち、専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を

展開させるものは、専門職学科とすること。

二 専門職学科のみで組織する学部は、専門職学部とすること｡

第二 専門職学科に係る設置基準の特例

一 教育課程等

１ 専門職学科に係る教育課程の編成方針

（１） 専門職学科の教育課程の編成に当たっては、大学設置基準第１９条に定めるところに

よるほか、専門性が求められる職業を担うための実践的な能力及び当該職業の分野にお

いて創造的な役割を担うための応用的な能力を展開させるとともに、職業倫理を涵養する

よう適切に配慮しなければならないこととすること。

（２） 専門職学科を設ける大学は、その専攻に係る職業を取り巻く状況を踏まえて必要な授

業科目を開発し、当該職業の動向に即した教育課程の編成を行うとともに、当該状況の変

化に対応し、授業科目の内容、教育課程の構成等について、不断の見直しを行うものとす

ること。

（３） （２）による授業科目の開発、教育課程の編成及びそれらの見直しは、教育課程連携協

議会の意見を勘案するとともに、適切な体制を整えて行うものとすること。

２ 教育課程連携協議会

（１） 専門職学科を設ける大学は、産業界及び地域社会との連携により、専門職学科の教育

課程を編成し、及び円滑かつ効果的に実施するため、教育課程連携協議会を設けるものと

すること。

（２） 教育課程連携協議会は、次に掲げる者をもって構成することとすること。

① 学長又は専門職学科を設ける学部の長（以下「学長等」という。）が指名する教員その

他の職員

② 当該専門職学科の課程に係る職業に就いている者又は当該職業に関連する事業を行

う者による団体のうち、広範囲の地域で活動するものの関係者であって、当該職業の実

務に関し豊富な経験を有するもの

③ 地方公共団体の職員、地域の事業者による団体の関係者その他の地域の関係者

④ 臨地実務実習その他の授業科目の開設又は授業の実施において当該専門職学科を

設ける大学と協力する事業者

⑤ 当該専門職学科を設ける大学の教員その他の職員以外の者であって学長等が必要と

認めるもの

（３） 教育課程連携協議会は、次に掲げる事項について審議し、学長等に意見を述べるも

のとすること。

① 産業界及び地域社会との連携による授業科目の開設その他の専門職学科の教育課程

の編成に関する基本的な事項

② 産業界及び地域社会との連携による授業の実施その他の専門職学科の教育課程の実

施に関する基本的な事項及びその実施状況の評価に関する事項

（別紙１）
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３ 専門職学科の授業科目

専門職学科を設ける大学は、次の①～④に掲げる授業科目を開設するものとすること。

① 一般・基礎科目（幅広く深い教養及び総合的な判断力を培うための授業科目並びに生

涯にわたり自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を

育成するための授業科目をいう。）

② 職業専門科目（専攻に係る特定の職業において必要とされる理論的かつ実践的な

能力及び当該職業の分野全般にわたり必要な能力を育成するための授業科目をいう。）

③ 展開科目（専攻に係る特定の職業の分野に関連する分野における応用的な能力であ

って、当該職業の分野において創造的な役割を果たすために必要なものを育成するた

めの授業科目をいう。）

④ 総合科目（修得した知識及び技能等を総合し、専門性が求められる職業を担うための

実践的かつ応用的な能力を総合的に向上させるための授業科目をいう。）

４ 専門職学科に係る卒業の要件

専門職学科に係る卒業の要件は、大学設置基準第３２条第１項及び第５項に定めるところ

によるほか、次の①～③のいずれにも該当することとすること。

① 大学設置基準第３２条第１項の規定により卒業の要件として修得すべき124単位以上の

単位に、一般・基礎科目及び展開科目に係るそれぞれ20単位以上、職業専門科目に係

る60単位以上並びに総合科目に係る４単位以上が含まれること。

② 実験、実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十分

にあげることができると認める場合には、演習、実験、実習又は実技による授業科目）に

係る40単位以上を修得すること。

③ ②の授業科目に係る単位に臨地実務実習（企業その他の事業者の事業所又はこれに

類する場所において、当該事業者の実務に従事することにより行う実習による授業科目

であって、文部科学大臣が別に定めるところにより開設されるものをいう。以下同じ。）に

係る20単位が含まれること。ただし、やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十分に

あげることができると認められる場合には、５単位を超えない範囲で、連携実務演習等

（企業その他の事業者と連携して開設する演習、実験、実習又は実技による授業科目の

うち、当該事業者の実務に係る課題に取り組むもの（臨地実務実習を除く。）であつて、

文部科学大臣が別に定めるところにより開設されるものをいう。）をもってこれに代えること

ができること。

５ 入学前の実務経験を通じて修得した実践的な能力についての単位認定

専門職学科を設ける大学は、学生が当該大学に入学する前に専門性が求められる職業に

係る実務の経験を通じ、当該職業を担うための実践的な能力（当該大学において修得させる

こととしているものに限る。）を修得している場合において、教育上有益と認めるときは、文部科

学大臣が別に定めるところにより、当該実践的な能力の修得を、当該専門職学科における授

業科目の履修とみなし、３０単位を超えない範囲で大学の定めるところにより、単位を与えるこ

とができることとすること。

二 教 員

１ 専任教員数 ≪表①[後掲]参照≫

大学設置基準別表第一による学部の種類及び規模に応じ定める専任教員数に関し、専門

職学科については、より小規模の学科を想定した基準を追加すること。

２ 実務の経験等を有する専任教員

（１） 専門職学科に係る必要専任教員数のうち、大学設置基準別表第一による学部の種類
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及び規模に応じ定める専任教員数のおおむね４割以上は、専攻分野におけるおおむね５

年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者（以下「実務の経験等

を有する専任教員」という。）とすること｡

（２） 専門職学科に係る実務の経験等を有する専任教員のうち、（１）のおおむね４割の専任

教員の数に２分の１を乗じて算出される数（小数点以下の端数があるときは、これを四捨五

入する。）以上は、次の①～③のいずれかに該当する者とすること｡

① 大学又は専門職大学において教授、准教授、専任の講師又は助教の経歴のある者

② 博士の学位、修士の学位又は修士（専門職）、法務博士（専門職）若しくは教職修士

（専門職）の学位を有する者

③ 企業等に在職し、実務に係る研究上の業績を有する者

（３） （１）のおおむね４割の専任教員の数に２分の１を乗じて算出される数（小数点以下の端

数があるときは、これを四捨五入する。）の範囲内については、専任教員以外の者であっ

ても、１年につき６単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の学部の

運営について責任を担う者で足りるものとすること｡

三 学 生

１ 専門職学科に係る入学者選抜

専門職学科を設ける大学は、専門職学科に係る入学者の選抜に当たっては、大学設置基

準第２条の２に定めるところによるほか、実務の経験を有する者その他の入学者の多様性の

確保に配慮した入学者選抜を行うよう努めるものとすること。

２ 専門職学科に係る授業を行う学生数

専門職学科を設ける大学が当該専門職学科の一の授業科目について同時に授業を行う

学生数は、大学設置基準第２４条の規定にかかわらず、４０人以下とすること。ただし、教育上

必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められる場合は、この限りでない

こと。

四 施設設備等

１ 専門職学部に係る校舎面積 ≪表②[後掲]参照≫

（１） 専門職学部については、大学設置基準別表第三による基準校舎面積及び加算校舎

面積に関し、より小規模の学部を想定した基準を追加すること｡

（２） 専門職学部に係る校舎面積については、一の４の③の卒業に必要な臨地実務実習を

実施するに当たり、実験・実習室その他の実習に必要な施設の一部を企業等の事業者の

施設の使用により確保する場合その他の相当の事由があると認められる場合には、教育

研究に支障がない限度において、必要校舎面積を減ずることができることとすること。

２ 実務実習に必要な施設

専門職学科を設ける大学は、実験・実習室及び附属施設のほか、当該専門職学科に係る

臨地実務実習その他の実習に必要な施設を確保するものとすること。

第三 専門職大学の制度化に伴う規定の整備

一 大学の助手となることのできる者の資格として、学士（専門職）の学位を有する者を、追加す

ること。

二 その他所要の規定の整備行うこと。

第四 施行期日

この改正は、平成３１年４月１日から施行すること。
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学部の種類及び規模に応じ定める専任教員数のうち、専門職学科に係るもの

学部の種類 一学科で組織する場合の専任教員 二以上の学科（専門職学科以外の

数 学科を含む。）で組織する場合の一

学科の収容定員並びに専任教員数

収容定員 専任教 収容定員 専任教 収容定員 専任教 収容定員 専任教

員数 員数 員数 員数

文学関係 160－319 8 320－600 10 100－199 5 200－400 6

教育学・保育 160－319 8 320－600 10 100－199 5 200－400 6

学関係

法学関係 200－399 12 400－800 14 200－399 8 400－600 10

経済学関係 200－399 12 400－800 14 200－399 8 400－600 10

社会学・社会 200－399 12 400－800 14 200－399 8 400－600 10

福祉学関係

理学関係 100－199 12 200－400 14 80－159 7 160－320 8

工学関係 100－199 12 200－400 14 80－159 7 160－320 8

農学関係 100－199 12 200－400 14 80－159 7 160－320 8

薬学関係 100－199 12 200－400 14 80－159 7 160－240 8

家政関係 100－199 8 200－400 10 80－159 5 160－240 6

美術関係 100－199 8 200－400 10 80－159 5 160－240 6

音楽関係 100－199 8 200－400 10 80－159 5 160－240 6

体育関係 100－199 10 200－400 12 80－159 7 160－320 8

保健衛生学関 100－199 10 200－400 12 － － － －

係（看護学関

係）

保健衛生学関 100－199 12 200－400 14 80－159 7 160－320 8

係（看護学関

係を除く。）

備考

① 収容定員がこの表に定める数に満たない場合の専任教員数は、その２割の範囲内に

おいて兼任の教員に代えることができること。

② 収容定員がこの表の定める数を超える場合は、その超える収容定員に応じて４００人に

つき教員３人の割合により算出される数の教員を増加するものとすること。

③ この表に定める教員数のおおむね４割以上は実務の経験等を有する専任教員とするこ

と。

④ 二以上の学科で組織する学部における教員数は、同一分野に属する二以上の学科ご

とにそれぞれこの表又は専門職学科以外の学科に係る専任教員数の表から算出される

教員数の合計数とすること。ただし、同一分野に属する学科が他にない場合には、当該学

科については、この表の中欄から算出される教員数とすること。

⑤ その他、現行大学設置基準別表第一イの表備考第１号から第３号まで、第５号から第７

号まで及び第１１号に定めるところによること。

≪別紙１（表①）≫
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専門職学部に係る基準校舎面積

収容定員 100人までの 200人までの 400人までの 800人までの 801人以上の
場合の面積 場合の面積 場合の面積 場合の面積 場合の面積

学部の種類 （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡）
文学関係 2314 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－

100)×330÷ 200)×661÷ 400)×1653÷ 800)×1322÷
100＋2314 200＋2644 400＋3305 400＋4958

教育学･保育学関係 同上 同上 同上 同上 同上
法学関係 同上 同上 同上 同上 同上

経済学関係 同上 同上 同上 同上 同上
社会学･社会福 同上 同上 同上 同上 同上

祉学関係
理学関係 4049 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－

100)×579÷ 200)×1157÷ 400)×3140÷ 800)×3140÷
100＋4049 200＋4628 400＋5785 400＋8925

工学関係 4628 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－
100)×661÷ 200)×1322÷ 400)×4628÷ 800)×4628÷

100＋4628 200＋5289 400＋6611 400＋11239
農学関係 4396 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－

100)×628÷ 200)×1256÷ 400)×4629÷ 800)×4629÷
100＋4396 200＋5024 400＋6280 400＋10909

薬学関係 4049 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－
100)×579÷ 200)×1157÷ 400)×1983÷ 800)×1983÷

100＋4049 200＋4628 400＋5785 400＋7768
家政関係 3470 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－

100)×496÷ 200)×992÷ 400)×1984÷ 800)×1984÷
100＋3470 200＋3966 400＋4958 400＋6942

美術関係 3355 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－
100)×479÷ 200)×959÷ 400)×3140÷ 800)×3140÷

100＋3355 200＋3834 400＋4793 400＋7933
音楽関係 3009 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－

100)×429÷ 200)×859÷ 400)×2975÷ 800)×2975÷

100＋3009 200＋3438 400＋4297 400＋7272
体育関係 3009 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－

100)×429÷ 200)×859÷ 400)×1983÷ 800)×1983÷
100＋3009 200＋3438 400＋4297 400＋6280

保健衛生学関係 3470 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－
（看護学関係） 100)×496÷ 200)×992÷ 400)×1984÷ 800)×1984÷

100＋3470 200＋3966 400＋4958 400＋6942
保健衛生学関係 4049 (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－ (収容定員－

（看護学関係を 100)×579÷ 200)×1157÷ 400)×3140÷ 800)×3140÷
除く。） 100＋4049 200＋4628 400＋5785 400＋8925

備考
① この表に掲げる面積には、大学設置基準第３６条第５項の施設及び第３９条の附属施設に

必要な施設の面積は含まない。
② 一の４の③の卒業に必要な臨地実務実習を実施するに当たり、実験・実習室その他の実

習に必要な施設の一部を企業等の事業者の施設の使用により確保する場合その他の相当
の事由があると認められる場合には、教育研究に支障がない限度において、この表に定める

面積を減ずることができる。
③ その他、現行大学設置基準別表第三イの表備考第２号から第６号までに定めるところによ

ること。

≪別紙１（表②）≫
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専門職学部に係る加算校舎面積

収容定員 100人 200人 400人 600人 800人 10 0 0 1 2 0 0 1 4 0 0 1 6 0 0 1 8 0 0 2 0 0 0

ま で ま で ま で ま で ま で 人 ま 人 ま 人 ま 人 ま 人 ま 人 ま

の 場 の 場 の 場 の 場 の 場 で の で の で の で の で の で の

合 の 合 の 合 の 合 の 合 の 場 合 場 合 場 合 場 合 場 合 場 合

面 積 面 積 面 積 面 積 面 積 の 面 の 面 の 面 の 面 の 面 の 面

（㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） 積 積 積 積 積 積

学部の種類 （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡）

文学関係 1505 1719 2148 2975 3801 4462 5123 5785 6446 7107 7768

教育学・保育 1505 1719 2148 2975 3801 4462 5123 5785 6446 7107 7768

学関係

法学関係 1505 1719 2148 2975 3801 4462 5123 5785 6446 7107 7768

経済学関係 1505 1719 2148 2975 3801 4462 5123 5785 6446 7107 7768

社会学･社会 1505 1719 2148 2975 3801 4462 5123 5785 6446 7107 7768

福祉学関係

理学関係 2777 3173 3966 5619 7107 8760 10147 11734 13221 14708 16195

工学関係 3355 3834 4793 7107 9421 11735 14049 16363 18677 20991 23305

農学関係 3140 3636 4628 6942 9258 11570 13884 16198 18512 20826 23140

薬学関係 2891 3305 4132 5123 6115 7107 8099 9091 10083 11075 12067

家政関係 2198 2512 3140 4132 5123 6115 7107 8099 9091 10083 11075

美術関係 2314 2644 3305 4958 6611 8099 9586 11073 12560 14047 15534

音楽関係 2198 2512 3140 4628 6280 7603 9090 10577 12064 13551 15038

体育関係 2429 2776 3471 4462 5454 6446 7768 9090 10412 11734 13056

保健衛生学関 2198 2512 3140 4132 5123 6115 7107 8099 9091 10083 11075

係（看護学関

係）

保健衛生学関 2777 3173 3966 5619 7107 8760 10147 11734 13221 14708 16195

係（看護学関

係を除く。）

備考

① 収容定員が２,０００人を超える場合は、２００人を増すごとに、この表に定める２,０００人まで

の面積から１,８００人までの面積を減じて算出される数を加算するものとすること。

② この表に掲げる面積には、大学設置基準第３６条第５項の施設及び第３９条の附属施設に

必要な施設の面積は含まないこと。

③ 一の４の③の卒業に必要な臨地実務実習を実施するに当たり、実験・実習室その他の実

習に必要な施設の一部を企業等の事業者の施設の使用により確保する場合その他の相当

の事由があると認められる場合には、教育研究に支障がない限度において、この表に定める

面積を減ずることができること。

④ その他、現行大学設置基準別表第三イの表備考第２号から第４号まで及び第６号に定め

るところによること。
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短期大学設置基準改正要綱

（専門職学科に関する特例）

第一 専門職学科とする学科

短期大学の学科のうち、専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を

育成する教育課程を編成するものは、専門職学科とすること。

第二 専門職学科に係る設置基準の特例

一 教育課程等

１ 専門職学科に係る教育課程の編成方針

（１） 専門職学科の教育課程の編成に当たっては、専門職学科を設ける短期大学は、短期

大学設置基準第５条に定めるところによるほか、専門性が求められる職業を担うための実

践的な能力及び当該職業の分野において創造的な役割を担うための応用的な能力を育

成するとともに、職業倫理を涵養するよう適切に配慮しなければならないこと。

（２） 専門職学科を設ける短期大学は、専門職学科の専攻に係る職業を取り巻く状況を踏ま

えて必要な授業科目を開発し、当該職業の動向に即した教育課程の編成を行うとともに、

当該状況の変化に対応し、授業科目の内容、教育課程の構成等について、不断の見直

しを行うものとすること。

（３） （２）による授業科目の開発、教育課程の編成及びそれらの見直しは、教育課程連携協

議会の意見を勘案するとともに、適切な体制を整えて行うものとすること。

２ 教育課程連携協議会

（１） 専門職学科を設ける短期大学は、産業界及び地域社会との連携により、専門職学科の

教育課程を編成し、及び円滑かつ効果的に実施するため、教育課程連携協議会を設け

るものとすること。

（２） 教育課程連携協議会は、次に掲げる者をもって構成することとすること。

① 学長又は専門職学科の長（以下「学長等」という。）が指名する教員その他の職員

② 当該専門職学科の課程に係る職業に就いている者又は当該職業に関連する事業を

行う者による団体のうち、広範囲の地域で活動するものの関係者であって、当該職業の

実務に関し豊富な経験を有するもの

③ 地方公共団体の職員、地域の事業者による団体の関係者その他の地域の関係者

④ 臨地実務実習その他の授業科目の開設又は授業の実施において当該専門職学科を

設ける短期大学と協力する事業者

⑤ 当該専門職学科を設ける短期大学の教員その他の職員以外の者であって学長等が

必要と認めるもの

（３） 教育課程連携協議会は、次に掲げる事項について審議し、学長等に意見を述べるも

のとすること。

① 産業界及び地域社会との連携による授業科目の開設その他の専門職学科の教育課

程の編成に関する基本的な事項

② 産業界及び地域社会との連携による授業の実施その他の専門職学科の教育課程の

実施に関する基本的な事項及びその実施状況の評価に関する事項

３ 専門職学科の授業科目

（別紙２）
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（１） 専門職学科を設ける短期大学は、次の①～④に掲げる授業科目を開設するものとする

こと｡

① 一般・基礎科目（幅広く深い教養及び総合的な判断力を培うための授業科目並びに

生涯にわたり自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力

を育成するための授業科目をいう。）

② 職業専門科目（専攻に係る特定の職業において必要とされる理論的かつ実践的な

能力及び当該職業の分野全般にわたり必要な能力を育成するための授業科目をいう｡)

③ 展開科目（専攻に係る特定の職業の分野に関連する分野における応用的な能力であ

って、当該職業の分野において創造的な役割を果たすために必要なものを育成するた

めの授業科目をいう。）

④ 総合科目（修得した知識及び技能等を総合し、専門性が求められる職業を担うための

実践的かつ応用的な能力を総合的に向上させるための授業科目をいう。）

４ 専門職学科に係る卒業の要件

（１） 修業年限が２年の専門職学科に係る卒業要件は、短期大学設置基準第１８条第１項及

び第３項に定めるところによるほか、次の①～③のいずれにも該当することとすること。

① 短期大学設置基準第１８条第１項の規定により卒業の要件として修得すべき６２単位

以上の単位に、一般・基礎科目及び展開科目に係るそれぞれ１０単位以上、職業専門

科目に係る３０単位以上並びに総合科目に係る２単位以上が含まれること。

② 実験、実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十

分にあげることができると認める場合には、演習、実験、実習又は実技による授業科目）

に係る２０単位以上を修得すること。

③ ②の授業科目に係る単位に臨地実務実習（企業その他の事業者の事業所又はこれ

に類する場所において、当該事業者の実務に従事することにより行う実習による授業科

目であって、文部科学大臣が別に定めるところにより開設されるものをいう。以下同じ。）

に係る１０単位が含まれること。ただし、やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十

分にあげることができると認められる場合には､２単位を超えない範囲で、連携実務演習

等（企業その他の事業者と連携して開設する演習、実験、実習又は実技による授業科

目のうち、当該事業者の実務に係る課題に取り組むもの（臨地実務実習を除く。）であ

つて、文部科学大臣が別に定めるところにより開設されるものをいう。以下同じ。）をもつ

てこれに代えることができること。

（２） 修業年限が３年の専門職学科に係る卒業要件は、短期大学設置基準第１８条第２項及

び第３項に定めるところによるほか、次の①～③のいずれにも該当することとすること。

① 短期大学設置基準第１８条第２項の規定により卒業の要件として修得すべき９３単位

（夜間学科等であって同令第１９条に規定する要件を卒業の要件とするもの（以下「第１

９条の夜間学科等」という。）にあっては、６２単位）以上の単位に、一般・基礎科目及び

展開科目に係るそれぞれ１５単位（第１９条の夜間学科等にあっては、１０単位）以上、

職業専門科目に係る４５単位（第１９条の夜間学科等にあっては、３０単位）以上並びに

総合科目に係る２単位以上が含まれること。

② 実験、実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十

分にあげることができると認める場合には、演習、実験、実習又は実技による授業

科目）に係る３０単位（第１９条の夜間学科等にあっては、２０単位）以上を修得すること｡

③ ②の授業科目に係る単位に臨地実務実習に係る１５単位（第１９条の夜間学科等に
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あっては、１０単位）が含まれること。ただし、やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を

十分にあげることができると認められる場合には、３単位（第１９条の夜間学科等にあって

は、２単位）を超えない範囲で、連携実務演習等をもつてこれに代えることができること。

二 実務の経験等を有する専任教員

１ 専門職学科に係る必要専任教員数のうち、短期大学設置基準別表第一イによる学科の種

類及び規模に応じ定める専任教員数のおおむね４割以上は、専攻分野におけるおおむね５

年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者（以下「実務の経験等を

有する専任教員」という。）とすること｡

２ 実務の経験等を有する専任教員のうち、（１）のおおむね４割の専任教員の数に２分の１を

乗じて算出される数（小数点以下の端数があるときは、これを四捨五入する。）以上は、次の

①～③のいずれかに該当する者とすること｡

① 大学、専門職大学、短期大学、専門職短期大学又は高等専門学校において教授、准教

授、専任の講師又は助教の経歴のある者

② 博士の学位、修士の学位又は修士（専門職）、法務博士（専門職）若しくは教職修士（専

門職）の学位を有する者

③ 企業等に在職し、実務に係る研究上の業績を有する者

３ １のおおむね４割の専任教員の数の２分の１を乗じて算出される数（小数点以下の端数が

あるときは、これを四捨五入する。）の範囲内については、専任教員以外の者であっても、１

年につき６単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の学科の運営につ

いて責任を担う者で足りるものとすること｡

三 学 生

１ 入学者選抜

専門職学科を設ける短期大学は、専門職学科に係る入学者の選抜に当たっては、短期大

学設置基準第２条の２に定めるところによるほか、実務の経験を有する者その他の入学者の

多様性の確保に配慮した入学者選抜を行うよう努めるものとすること。

２ 授業を行う学生数

専門職学科を設ける短期大学が当該専門職学科の一の授業科目について同時に授業を

行う学生数は、短期大学設置基準第１０条の規定にかかわらず、４０人以下とすること。ただ

し、教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められる場合は、この

限りでないこと。

四 施設設備等

１ 校舎面積 ≪表[後掲]参照≫

専門職学科に係る校舎面積については、臨地実務実習が必修である等の特性を考慮し、

卒業に必要な臨地実務実習を実施するに当たり、実習に必要な施設の一部を企業等の事業

者の施設の使用により確保する場合等、一定の要件の下に、必要校舎面積を減ずることを可

能とすること。

２ 実務実習に必要な施設

専門職学科を設ける短期大学は、実験・実習室及び附属施設のほか、当該専門職学科に

係る臨地実務実習その他の実習に必要な施設を確保するものとすること。
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（短期大学における小規模学科のための基準の整備等）

第三 小規模学科のための基準の整備

一 専任教員数

短期大学の専任教員数に関し、入学定員が短期大学設置基準に定める数に満たない場

合には、その2割の範囲内において兼任の教員に代えることができることとすること。

二 校舎面積 ≪表[後掲]参照≫

短期大学については、短期大学設置基準別表第二による基準校舎面積及び加算校舎面

積に関し、より小規模学科のための基準を整備すること。

第四 入学前の実務経験を通じた実践的な能力の修得についての単位認定

短期大学は、学生が当該短期大学に入学する前に専門性が求められる職業に係る実務の

経験を通じ、当該職業に必要な能力（当該短期大学において修得させることとしている者に限

る。）を修得している場合において、教育上有益と認めるときは、文部科学大臣が別に定めると

ころにより、当該職業に必要な能力の修得を、当該短期大学における授業科目（職業に必要な

能力を育成することを目的とする課程において開設するものに限る。）の履修とみなし、修業年

限が２年の短期大学にあっては１５単位を、修業年限が３年の短期大学にあっては２３単位（短

期大学設置基準第第１９条の規定により卒業の要件として６２単位以上を修得することとする短

期大学にあっては、１５単位）を超えない範囲で短期大学の定めるところにより、単位を与えるこ

とができることとすること。

（その他）

第五 専門職大学の制度化に伴う規定の整備

一 短期大学の助手となることのできる者の資格として、学士（専門職）の学位を有する者を、

追加すること。

二 その他所要の規定の整備を行うこと。

第六 施行期日

この改正は、平成３１年４月１日から施行すること。
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○短期大学設置基準（昭和５０年文部省令第２１号）

別表第二（第三十一条関係） ※下線部が改正（追加）部分

イ 基準校舎面積

50人 1 0 0 1 5 0 2 0 0 2 5 0 3 0 0 3 5 0 4 0 0 4 5 0 5 0 0 5 5 0 6 0 0

収容定員 まで 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま 人ま

の場 での での での での での での での での での での での

合の 場合 場合 場合 場合 場合 場合 場合 場合 場合 場合 場合

面積 の面 の面 の面 の面 の面 の面 の面 の面 の面 の面 の面

学科の種類 （㎡） 積 積 積 積 積 積 積 積 積 積 積

（㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡）

文学関係 1500 1600 1700 1900 2100 2350 2600 2850 3050 3250 3450 3650

教育学・保育学 1900 2000 2100 2350 2600 2850 3100 3350 3600 3850 4100 4350

関係

法学関係 1500 1600 1700 1900 2100 2350 2600 2850 3050 3250 3450 3650

経済学関係 1500 1600 1700 1900 2100 2350 2600 2850 3050 3250 3450 3650

社会学･社会福祉 1500 1600 1700 1900 2100 2350 2600 2850 3050 3250 3450 3650

学関係

理学関係 1850 2000 2150 2400 2750 3200 3650 4150 4600 5050 5500 6000

工学関係 1950 2100 2250 2500 2900 3350 3800 4250 4750 5200 5650 6100

農学関係 1850 2000 2150 2400 2750 3200 3650 4150 4600 5050 5500 6000

家政関係 1900 2000 2100 2350 2600 2850 3100 3350 3600 3850 4100 4350

美術関係 1750 1900 2050 2250 2600 3000 3350 3750 4150 4550 4950 5350

音楽関係 1550 1700 1850 2050 2350 2700 3100 3450 3800 4200 4550 4950

体育関係 1550 1700 1850 2050 2250 2500 2750 3000 3250 3500 3750 4000

保健衛生学関係 1900 2000 2100 2350 2600 2850 3100 3350 3600 3850 4100 4350

（看護学関係）

保健衛生学関係 1750 1850 1950 2200 2450 2800 3100 3400 3750 4050 4350 4650

（看護学関係を

除く。）

備考

一～四 （略）

五 専門職学科における面積については、第一の一の４の（１）の③又は（２）の③の卒業に必

要な臨地実務実習を実施するに当たり、実験・実習室その他の実習に必要な施設の一部を

企業等の事業者の施設の使用により確保する場合その他の相当の事由があると認められる

場合には、教育研究に支障がない限度において、この表に定める面積を減ずることができ

る。

六・七 （略）

≪別紙２（表）≫
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高等専門学校設置基準改正要綱

第一 助手の資格

専門職大学及び専門職短期大学の制度化に伴い、高等専門学校の助手となることのできる

者の資格として、学士（専門職）又は短期大学士（専門職）の学位を有する者を、追加すること。

第二 施行期日

この改正は、平成３１年４月１日から施行すること。

（別紙３）
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学位の種類及び分野の変更等に関する基準改正要綱

第一 専門職学科の設置に係る学位の分野の変更に関する基準の適用

大学等の学部・学科の設置については、学位の種類及び分野の変更を伴わないものにあっ

ては文部科学大臣への届出に、それ以外のものにあっては文部科学大臣の認可に係らしめる

ものとされているところ、当該変更の基準を定める学位の種類及び分野の変更等に関する基準

第１条第１項の規定の適用に関し、専門職学科の課程を修了した者に対し授与する学位は、

専門職学科以外の学科の課程を修了した者に対し授与するものと分野が異なるものとみなす

こととすること。

第二 その他

その他所要の規定の整備を行うこと。

第三 施行期日

この改正は、平成３１年４月１日から施行すること。

（別紙４）
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関連規定 

 

 

○中央教育審議会の会議の運営について（抄） 

（平成 29年 3月 6日 中央教育審議会申し合わせ） 

 

第１ 文部科学大臣は，中央教育審議会運営規則（平成２９年３月６日中央教育審議会

決定）第３条第２項の表の下欄に掲げる事項については，中央教育審議会（以下「審

議会」という。）の会議を経ないで諮問することができる。 

 

第２ 文部科学大臣は，前項の方法により諮問するときは，あらかじめ，会長にその諮

問の内容を報告するものとする。 

 

第３ 文部科学大臣は，第１の方法により諮問したときは，速やかに，審議会にその諮

問の内容を報告するものとする。 

 

 

 

【参照条文】 

 

○中央教育審議会令（抄） 

（政令第 280号 平成 12年 6月 7日） 

 

（分科会） 

第五条 

６ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とするこ

とができる。 

 

 

○中央教育審議会運営規則（抄） 

（平成 29年 3月 6日 中央教育審議会決定） 

 

第三条 

２ 令第五条第六項の規定に基づき、次の表の上欄に掲げる分科会の所掌事務のうち、

それぞれ同表の下欄に掲げる事項については、当該分科会の議決をもって審議会の議

決とする。ただし、審議会が必要と認めるときは、この限りでない。  
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分科会  事項  

生涯学習分科会 

生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関す

る法律（平成二年法律第七十一号）の規定に基づき審議

会の権限に属させられた事項及び社会教育法（昭和二十

四年法律第二百七号）の規定に基づき審議会の権限に属

させられた事項 

初等中等教育分科会 

一 理科教育振興法（昭和二十八年法律第百八十六号）

第九条第一項、産業教育振興法（昭和二十六年法律第二

百二十八号）及び教育職員免許法（昭和二十四年法律第

百四十七号）の規定に基づき審議会の権限に属させられ

た事項 

二 理科教育振興法施行令（昭和二十九年政令第三百十

一号）第二条第二項及び産業教育振興法施行令（昭和二

十七年政令第四百五号）第二条第三項の規定により審議

会の権限に属させられた事項 

大学分科会 

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定

に基づき審議会の権限に属させられた事項 

二 学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号）

第二十三条の二第三項の規定により審議会の権限に属さ

せられた事項 
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